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連結株主資本等変動計算書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,465,024 1,383,224 1,278,233 △121 4,126,361

会計方針の変更による累積的影響額 － － △10,657 － △10,657

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,465,024 1,383,224 1,267,576 △121 4,115,703

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 5,065 5,065 － － 10,130

剰 余 金 の 配 当 － － △143,597 － △143,597

当 期 純 利 益 － － 273,168 － 273,168

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 5,065 5,065 129,571 － 139,701

当 期 末 残 高 1,470,089 1,388,289 1,397,147 △121 4,255,404

その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 12,319 61,923 △12,194 62,048 1,347 27,070 4,216,828

会計方針の変更による累積的影響額 － － － － － － △10,657

会計方針の変更を反映した当期首残高 12,319 61,923 △12,194 62,048 1,347 27,070 4,206,170

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － － － － 10,130

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △143,597

当 期 純 利 益 － － － － － － 273,168

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 27,915 100,819 1,958 130,693 △416 13,321 143,598

当 期 変 動 額 合 計 27,915 100,819 1,958 130,693 △416 13,321 283,300

当 期 末 残 高 40,234 162,743 △10,235 192,741 931 40,392 4,489,470

　(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称 株式会社大戸屋

香港大戸屋有限公司
OOTOYA ASIA PACIFIC PTE. LTD.
AMERICA OOTOYA INC.
M OOTOYA (THAILAND) CO., LTD.
株式会社ＯＴＹフィール
株式会社ＯＴＹ食ライフ研究所
THREE FOREST (THAILAND) CO., LTD.
大戸屋(上海）餐飲管理有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち６社（香港大戸屋有限公司、OOTOYA ASIA PACIFIC PTE. LTD.、AMERICA

OOTOYA INC.、M OOTOYA (THAILAND) CO., LTD.、THREE FOREST (THAILAND) CO., LTD.、大戸屋

(上海）餐飲管理有限公司)の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の貸借対照表及び損益計算書を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行うこととしております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ 有価証券

　 その他有価証券

時価のあるもの………………当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）
時価のないもの………………移動平均法による原価法

　ロ たな卸資産

原材料及び貯蔵品………………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方

法）
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

(リース資産を除く)

………定額法

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ２年～34年

無形固定資産

(リース資産を除く)

………定額法

のれんについては、その支出の効果の発現期間（３年～９年）によってお

ります。

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）によっております。
リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

長期前払費用………均等償却

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

　 ③重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

なお、当連結会計年度の計上はありません。
賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担額を計上しております。

店舗閉鎖損失引当金………店舗の閉鎖により発生する損失に備えるため、当連結会計年度末における

閉鎖決定店舗の閉店時に発生すると認められる額を計上しております。

　 ④ヘッジ会計の方法

　イ ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。
　
　 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段………金利スワップ

　 ヘッジ対象………借入金の利息
　
　 ハ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っております。
　
　 ニ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており

ます。
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　 ⑤退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見込額に基

づく退職給付債務の額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（４年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利

益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　 ⑥その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用として処理しておりま

す。

　 ⑦会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号

平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から

給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間

について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及

び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしまし

た。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が16,855千円増加し、利益剰余金が

10,657千円減少しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に及ぼす影響は軽微であります。
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2. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,659,316千円

(2) 保証債務

　 下記の会社の金融機関からの借入金等の債務保証を行っております。

　 ＦＣ加盟店（７件） 130,413千円

3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 7,190,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年５月９日
取締役会決議

普通株式 143,597千円 20円00銭
平成26年
３月31日

平成26年
６月25日

　 ②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当の
原資

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会決議

普通株式 利益剰余金 179,746千円 　 25円00銭
平成27年

　３月31日
平成27年
　６月26日

(3) 当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数
　 普通株式 19,000株

4. 金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社は、主に飲食事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を

銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　また、賃借物件等に係る敷金及び保証金は、差入先の信用リスクに晒されております。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達

を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。このうち一部は、変動

金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）

を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金

利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記等（4）会計処理基準に関する事項④ヘッジ会計の方法」をご覧ください。
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③金融商品に係るリスク管理体制

(a)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　売掛金は、各所管部署において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

　敷金及び保証金は、新規取得時に相手先の信用状態を充分に検証するとともに、所管部署

が相手先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

(b)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(c)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性を売上高の概ね１ヵ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理し

ております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含めておりません（(注２)参照）。

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

千円 千円 千円

(1) 現金及び預金 2,623,129 2,623,129 ―

(2) 売掛金 854,912 854,912 ―

(3) 預け金 236,640 236,640 ―

(4) 投資有価証券

　 その他有価証券 77,549 77,549 ―

(5) 敷金及び保証金 1,807,968 1,677,783 △130,184

資産計 5,600,200 5,470,015 △130,184

(6) 買掛金 1,091,533 1,091,533 ―

(7) 長期借入金 2,579,248 2,581,198 1,950

(8) リース債務 521,325 526,510 5,184

(9) 未払金 797,139 797,139 ―

負債計 4,989,247 4,996,382 7,134

(10)デリバティブ取引 ― ― ―
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金、(2)売掛金、並びに(3)預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 敷金及び保証金
これらの時価は、賃借物件等に係る敷金及び保証金について、償還予定時期を見積り、信用
リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(6) 買掛金、(9)未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

(7) 長期借入金、(8)リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又は、リース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(10)参
照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場
合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(10) デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記
(7)参照）。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額

千円

その他有価証券

非上場株式（※） 482

合計 482
(※) 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 618円67銭

(2) １株当たり当期純利益 38円03銭

6. 重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,465,024 1,383,224 1,383,224 3,582 896,531 900,114

会計方針の変更による累積的影響額 － － － － △2,504 △2,504

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,465,024 1,383,224 1,383,224 3,582 894,027 897,610

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 5,065 5,065 5,065 － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － △143,597 △143,597

当 期 純 利 益 － － － － 216,708 216,708

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 5,065 5,065 5,065 － 73,111 73,111

当 期 末 残 高 1,470,089 1,388,289 1,388,289 3,582 967,138 970,721

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △121 3,748,241 12,319 12,319 1,347 3,761,908

会計方針の変更による累積的影響額 － △2,504 － － － △2,504

会計方針の変更を反映した当期首残高 △121 3,745,737 12,319 12,319 1,347 3,759,403

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － 10,130 － － － 10,130

剰 余 金 の 配 当 － △143,597 － － － △143,597

当 期 純 利 益 － 216,708 － － － 216,708

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 27,915 27,915 △416 27,498

当 期 変 動 額 合 計 － 83,241 27,915 27,915 △416 110,740

当 期 末 残 高 △121 3,828,978 40,234 40,234 931 3,870,143

　(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式

　 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの……当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの……移動平均法による原価法

　②たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

(リース資産を除く)

………定額法

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ８年～34年

無形固定資産

(リース資産を除く)

………定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）によっております。

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

　(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。
賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度

の負担額を計上しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(４年）による定額法により按分した金額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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　(4) ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。
　
　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段………金利スワップ

　 ヘッジ対象………借入金の利息
　
　 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。
　
　 ④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

　(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ①退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　 ②消費税の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用として処理しております。

　(6) 会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号

平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を当事業年度より適用し、退職給付債

務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算

定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込

期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が3,890千円増加し、繰越利益剰余金が2,504千

円減少しております。なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に及ぼす影

響は軽微であります。

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 133,606千円
　
(2) 関係会社に対する短期金銭債権 1,706,012千円

関係会社に対する短期金銭債務 13,420千円

　
(3) 取締役に対する金銭債務 1,685千円
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3. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　 売上高 1,188,252千円

　 仕入高 1,420千円

販売費及び一般管理費 70,845千円

　 営業取引以外の取引による取引高 61,399千円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 137株

5. 税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

未払事業税 1,631千円

賞与引当金 651千円

海外源泉税 17,555千円

未払社会保険料 795千円

資産除去債務 1,640千円

退職給付引当金 21,706千円

関係会社株式評価損 255,215千円

その他 1,624千円

小計 300,819千円

評価性引当金 △255,976千円

　 計 44,842千円

　 繰延税金負債

資産除去費用 △980千円

その他有価証券評価差額金 △19,231千円

　 計 △20,211千円

繰延税金資産の純額 24,630千円
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6. 関連当事者との取引に関する注記

　 子会社等

属 性
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
香港大戸屋
有限公司
（注）1

所有（直接）
100.0％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収

80,000
16,000

短期貸付金
関係会社長
期貸付金

18,000
110,000

子会社
AMERICA OOTOYA INC.

（注）1
所有（直接）

100.0％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収
増資の引受

30,000
27,000

462,661

短期貸付金
関係会社長
期貸付金

52,000
97,000

子会社
株式会社大戸屋
（注）1,2,3,4,5

所有（直接）
100.0％

経営指導
役員の兼任

設備の賃貸

資金の援助

資金の借入
債務被保証

経営指導料
等の受取
配当の受取
設備の賃貸料
の受取
資金の貸付
資金の回収
利息の受取
債務被保証

740,844

300,000
26,040

2,515,000
2,285,000

29,659
117,060

売掛金

－
未収入金

短期貸付金

－
－

70,437

－
2,343

1,450,000

－
－

　
取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注) 1.資金の貸付の取引条件は市中金利を勘案して決定しており、担保の受入等の取引関係はあり

ません。

2.経営指導料等の取引条件については、業務内容を勘案して決定しております。

3.設備の賃貸取引に係る取引条件については、賃貸に係る総原価を勘案して決定しておりま

す。

4.当社の銀行借入に対して債務保証を受けております。なお、債務保証料は支払っておりませ

ん。

5.上記取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高については消費税等が含まれ

ております。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 538円15銭

(2) １株当たり当期純利益 30円17銭

8. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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